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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第90期
第３四半期
連結累計期間

第91期
第３四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 13,475,021 14,370,200 21,602,480

経常利益又は経常損失(△） (千円) △147,807 9,473 314,420

四半期(当期)純損失(△） (千円) △430,102 △58,569 △125,948

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △247,959 △50,932 139,451

純資産額 (千円) 13,029,272 13,247,860 13,416,683

総資産額 (千円) 33,045,002 31,943,435 32,935,977

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△）

(円) △36.24 △5.02 △10.66

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.8 40.9 40.2

　

回次
第90期
第３四半期
連結会計期間

第91期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.25 6.41

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における当社グループの関連業界におきましては、前期と同様に電力各社

では修繕費・設備投資の削減などが進められており、建築・道路関連においても需要は回復傾向にある

ものの厳しい価格競争が続いております。

そのような状況のなか、当社グループは経営方針である「製品力、サービス力、コスト力を追求し、全員

でモノづくりイノベーションに取組む」を推進し、コストダウンと採算性の確保等に取組みました。

その結果、売上高は143億70百万円（前年同四半期比6.6％増）と増収となりました。また、人件費・経

費等の予算管理の厳格化により営業利益39百万円（前年同四半期は営業損失67百万円）、経常利益９百

万円（前年同四半期は経常損失１億47百万円）を計上したものの、四半期純損失58百万円（前年同四半

期は四半期純損失４億30百万円）となりました。

セグメントの業績は、電力・通信関連事業では、売上高79億23百万円（前年同四半期比3.8％減）、セグ

メント利益６億24百万円（前年同四半期比7.4％減）、建築・道路関連事業では、売上高45億29百万円

（前年同四半期比36.2％増）、セグメント損失１億15百万円（前年同四半期はセグメント損失３億75百

万円）、碍子・樹脂関連事業では、売上高19億16百万円（前年同四半期比0.1％増）、セグメント利益50百

万円（前年同四半期比42.1％減）となりました。　

　
(2) 財政状態の分析

（資産）

総資産は、前連結会計年度末に比べ９億92百万円減少し、319億43百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ７億97百万円減少し、159億65百万円となりました。主な要因は受

取手形及び売掛金が15億39百万円減少し、仕掛品が11億13百万円増加したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ１億94百万円減少し、159億77百万円となりました。主な要因は減

価償却によるものであります。
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（負債)

負債は、前連結会計年度末に比べ８億23百万円減少し、186億95百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ12億40百万円減少し、94億42百万円となりました。主な要因は支

払手形及び買掛金が３億32百万円、１年内償還予定の社債が７億18百万円減少したことによるものであ

ります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ４億16百万円増加し、92億52百万円となりました。主な要因は長

期借入金が５億44百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ１億68百万円減少し、132億47百万円となりました。主な要因は利益

剰余金が１億38百万円減少したことによるものであります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内

容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　

　①会社の支配に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念をはじめ当社の財務基盤

や事業内容等の企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解

し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考

えております。

一方、金融商品取引所に上場する株式会社としての当社の株主の在り方は、市場での自由な取引を通じ

て決まるものであり、当社の支配権の移転を伴う買収行為がなされた場合に、これに応じるか否かの判断

も最終的には株主の皆さまの意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株

主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆さまに株式の売却を事実上強

要するおそれのあるもの、対象会社の株主や取締役会が買付行為や買付提案の内容等について検討し、あ

るいは対象会社の取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することの

ないもの、買付条件等が対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に照らして著しく不十分または不

適当であるもの、対象会社の企業価値の維持・増大に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊す

る意図のあるもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大規模な買付

等を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断し、法令および

当社定款によって許容される範囲で必要かつ相当な措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を確保する必要があると考えております。
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　②会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

当社では、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上のために、次のような取組みを実施し

ております。

（イ）中長期的な経営戦略

当社は、昭和４年の創業以来、一貫して電力、通信、鉄道、道路など、わが国の公共基幹産業に配電金物

や鉄塔をはじめとする資材を提供し、社会インフラ整備の一翼を担い現在に至っております。

当社グループを取り巻く経営環境は、既存事業の成熟化や経済環境の変化などにより、需要が大幅に

減少しており、また、受注競争の激化に伴う販売価格の下落により、採算性の悪化を招くなど、業界全体

が極めて厳しい状況下にあります。

このような状況に対処するため、当社グループは、「製品力」、「サービス力」、「コスト力」を追求

し、全員でモノづくりイノベーションに取組むことによって、

（a）既存市場でのトップを目指す

（b）確実に利益を創出できる企業体質への変革

（c）新市場への参入

を経営戦略として掲げ、グループ各社との連携をより一層充実して、経営全般の効率化を推進していま

す。

具体的な取組みとしては、営業基盤の拡大・強化のため、電力流通関連、情報通信関連、道路施設関連

において新製品を投入し、既存市場はもとより関連市場・新市場の開拓などにより競争力を強化し、更

に、当社グループが保有する技術や研究成果、設備を活かした新たなビジネスモデルを構築し、競争が

激化する既存市場や新規事業分野において勝ち抜くことができる柔軟で効率的な経営を目指しており

ます。

このような取組みにより、経営環境の変化にも柔軟に対応しつつ、将来にわたる成長と株主還元の充

実に鋭意努力する所存であります。

（ロ）コーポレート・ガバナンスの強化

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の継続的な向上を図るとと

もに、社会から信頼され、必要とされる企業となるために、経営の透明性、法令等の遵守、業務の適正性

と効率性の追求、社会から有用とされる製品やサービスを提供することにより企業の社会的責任を果

たしていくことが重要であると考えております。

当社グループは、昭和34年１月に創業者那須仁九朗による三章からなる社憲「人の和」、「誠実」、

「奉仕の心」を制定し、当社グループの経営の拠りどころとして事業を展開し、現在に至っておりま

す。また、「企業行動規範」を定め、法令や社会ルールを守る高い倫理観と厳しい自己規律を実現し、社

会から求められる企業となることを目指しております。

業務執行・経営監視の仕組みについては、当社は毎月取締役会を開催し、重要かつ高度な経営上の意

思決定を迅速に行い、業務執行の監督や経営の透明性向上に努めています。また、執行役員制度を採用

し、取締役の監督と業務執行機能を分けることにより経営の透明性や健全性の確保、監視機能の向上に

取組んでいます。

業務執行における重要事項を審議する会議体としては、常務会、リスクマネジメント委員会などの専

門委員会を設けており、代表取締役の業務執行上の意思決定を支援しています。
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③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止する取組みの概要

当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の

決定が支配されることを防止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」（以下

「本対応方針」といいます。）を導入しております。　　　　　　　　　　　

その概要は以下のとおりです。

　(イ) 本対応方針導入の目的

本対応方針は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものです。

  (ロ) 本対応方針の対象となる当社株式の買付

本対応方針の対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とするこ

とを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上

となる当社株券等の買付行為とします。

　(ハ）特別委員会の設置

本対応方針を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の

客観性・合理性を担保するため、現対応方針と同様に特別委員会規程に基づき、特別委員会を設置い

たします。特別委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行

を行う経営陣から独立している社外監査役または社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任

します。　　

  (ニ) 大規模買付ルールの概要

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要

かつ十分な情報を提供し、当社取締役会等による一定の評価・検討期間が経過した後に大規模買付行

為を開始する、というものです。

ただし、大規模買付行為ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、結果とし

て当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと

当社取締役会が判断する場合には、例外的に当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を守ることを目的として、必要かつ相当な範囲内で、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法

律および当社定款が認める対抗措置を講じることがあります。

  (ホ) 本対応方針の有効期限等

本対応方針の有効期限は、平成27年６月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとなっておりま

す。

ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本対応方針を廃止する旨の

決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

導入後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま

す。（http：//www.nasudenki.co.jp）

　

④本対応方針の合理性について（本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて）

当社では、本対応方針の設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、本対応方針が上記①の会社

の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものとはならないと考えております。
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　(イ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益

の確保または向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の

確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。また

経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変

化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえたものとなっております。

　(ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべ

きか否かを株主の皆さまが判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時

間を確保し、または株主の皆さまのために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入したものです。

　(ハ）株主意思を反映するものであること

本対応方針は、株主総会における株主の皆さまのご承認をもって発効することとしており、その継

続について株主の皆さまのご意向が反映されることとなっております。また、本対応方針継続後、有効

期間中であっても、当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対

応方針はその時点で廃止されることになり、株主の皆さまのご意向が反映されます。

　(ニ）デッドハンド型およびスローハンド型買収防衛策ではないこと

本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止

することが可能です。したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過

半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の任

期を１年としており、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができ

ないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもございません。なお、当社では取締

役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をしておりません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は246百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

(5) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した新設計画は次のとおりであります。
　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント　
の名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着工年月
完了予定
年月総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

提出
会社

賃貸不動産
（千葉県八千代市）

全社
賃貸用
集合住宅

1,674 50
自己資金及び
借入金

平成24年
12月

平成25年
10月
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 12,000,000 12,000,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成24年10月１日～
　平成24年12月31日

― 12,000,000 ― 600,000 ― 9,392

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式    328,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,637,000 11,637 ―

単元未満株式 普通株式     35,000― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数          12,000,000― ―

総株主の議決権 ― 11,637 ―

（注）「単元未満株式」欄には、自己保有株式 114株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％）

（自己保有株式）
那須電機鉄工株式会社

東京都新宿区新宿一丁目
１－14

328,000― 328,000 2.73

計 ― 328,000― 328,000 2.73

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,671,972 4,555,649

受取手形及び売掛金 ※2
 6,771,416

※2
 5,232,116

製品 1,371,669 1,194,399

仕掛品 3,024,792 4,138,053

原材料及び貯蔵品 576,744 503,592

その他 348,132 347,228

貸倒引当金 △1,572 △5,429

流動資産合計 16,763,155 15,965,609

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,510,906 2,372,406

機械及び装置（純額） 844,253 810,843

土地 10,519,464 10,450,531

その他（純額） 98,311 187,605

有形固定資産合計 13,972,936 13,821,388

無形固定資産 165,451 181,577

投資その他の資産

投資有価証券 1,088,711 1,073,636

その他 980,799 940,355

貸倒引当金 △35,077 △39,130

投資その他の資産合計 2,034,434 1,974,861

固定資産合計 16,172,822 15,977,826

資産合計 32,935,977 31,943,435
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 5,633,414

※2
 5,300,429

短期借入金 1,497,382 1,460,000

1年内返済予定の長期借入金 325,890 280,230

1年内償還予定の社債 1,654,000 936,000

未払法人税等 30,941 6,749

賞与引当金 288,840 102,419

役員賞与引当金 39,250 －

その他 1,213,607 1,357,104

流動負債合計 10,683,326 9,442,933

固定負債

社債 1,794,000 1,756,000

長期借入金 1,825,237 2,369,882

再評価に係る繰延税金負債 2,145,745 2,125,609

退職給付引当金 2,455,475 2,453,665

役員退職慰労引当金 267,354 182,354

その他 348,153 365,129

固定負債合計 8,835,967 9,252,641

負債合計 19,519,293 18,695,574

純資産の部

株主資本

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 30,708 30,708

利益剰余金 8,679,229 8,540,355

自己株式 △75,288 △75,895

株主資本合計 9,234,650 9,095,168

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 115,192 127,140

土地再評価差額金 3,881,629 3,845,203

その他の包括利益累計額合計 3,996,822 3,972,343

少数株主持分 185,210 180,348

純資産合計 13,416,683 13,247,860

負債純資産合計 32,935,977 31,943,435
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 13,475,021 14,370,200

売上原価 11,634,623 12,490,992

売上総利益 1,840,398 1,879,207

販売費及び一般管理費 1,907,748 1,839,547

営業利益又は営業損失（△） △67,350 39,660

営業外収益

受取利息 1,805 1,115

受取配当金 31,790 31,565

受取賃貸料 93,286 91,924

固定資産売却益 2,831 31,407

その他 23,961 20,373

営業外収益合計 153,674 176,386

営業外費用

支払利息 77,926 68,635

賃貸費用 50,364 44,724

借入手数料 50,606 37,926

その他 55,236 55,287

営業外費用合計 234,132 206,574

経常利益又は経常損失（△） △147,807 9,473

特別損失

投資有価証券評価損 113,543 24,161

退職給付制度改定損 71,141 －

特別損失合計 184,684 24,161

税金等調整前四半期純損失（△） △332,492 △14,688

法人税、住民税及び事業税 8,025 11,521

法人税等調整額 97,222 39,251

法人税等合計 105,248 50,773

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △437,741 △65,461

少数株主損失（△） △7,639 △6,892

四半期純損失（△） △430,102 △58,569
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △437,741 △65,461

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △117,717 14,528

土地再評価差額金 307,499 －

その他の包括利益合計 189,782 14,528

四半期包括利益 △247,959 △50,932

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △238,483 △46,621

少数株主に係る四半期包括利益 △9,476 △4,311
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【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当第３四半期連結累計期間の営業損益、経常損益及び税金等調整前四半期純損益に与える影響額は軽

微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形割引高 40,437千円 34,568千円

受取手形裏書譲渡高 31,030 〃 15,460 〃

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 103,929千円 108,377千円

支払手形 102,863 〃 129,244 〃

　

(四半期連結損益計算書関係)

　該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 401,238千円 347,987千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 118,894 10平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 116,731 10平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　

　

報告セグメント
調整額
（千円）
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）
(注)２

電力・通信
関連事業
（千円）

建築・道路
関連事業
（千円）

碍子・樹脂
関連事業
（千円）

計
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,236,3063,324,9181,913,79613,475,021 ― 13,475,021

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

126,567235,234 67,251 429,053△429,053 ―

計 8,362,8733,560,1531,981,04813,904,074△429,05313,475,021

セグメント利益
又は損失(△)

674,314△375,040 86,526 385,800△453,150△67,350

(注）１．セグメント利益又は損失の調整額△453,150千円には、セグメント間取引消去23,284千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△476,434千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　

　

報告セグメント
調整額
（千円）
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）
(注)２

電力・通信
関連事業
（千円）

建築・道路
関連事業
（千円）

碍子・樹脂
関連事業
（千円）

計
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,923,7884,529,7581,916,65314,370,200 ― 14,370,200

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

60,097 258,349 60,915 379,361△379,361 ―

計 7,983,8854,788,1071,977,56814,749,562△379,36114,370,200

セグメント利益
又は損失(△)

624,385△115,116 50,124 559,392△519,732 39,660

(注）１．セグメント利益又は損失の調整額△519,732千円には、セグメント間取引消去59,031千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△578,763千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

那須電機鉄工株式会社(E01365)

四半期報告書

17/20



　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、

第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

当該変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響額は軽微であります。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △36円24銭 △5円02銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額（△）(千円) △430,102 △58,569

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円) △430,102 △58,569

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,868 11,672

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月８日

那須電機鉄工株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　久　保　村　　隆　治　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　田　　嗣　　也　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　橋　　元　　秀　　行　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている那須
電機鉄工株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、那須電機鉄工株式会社及び連結子会社の平成
24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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